
（単位　円）

33,798,223,029 31,105,752,059 　 2,692,470,970 

17,208,273,913 15,667,475,687 　 1,540,798,226 

1,973,900,785 1,940,754,894 　 33,145,891 

7,454,225,947 7,775,037,751 △ 320,811,804 

495,020,748 527,227,872 △ 32,207,124 

194,286,661 164,853,878 　 29,432,783 

29,546,662 25,798,539 　 3,748,123 

5,263,347,265 5,168,782,248 　 94,565,017 

480,005 600,005 △ 120,000 

1,797,465,840 64,420,500 　 1,733,045,340 

16,589,949,116 15,438,276,372 　 1,151,672,744 

3,780,928 3,780,928 　 0 

8,899,868,000 8,025,342,000 　 874,526,000 

0 450,000 △ 450,000 

1,539,464,661 1,652,586,291 △ 113,121,630 

10,340,746 10,398,663 △ 57,917 

21,941 550,000 △ 528,059 

3,068,468,850 3,035,579,500 　 32,889,350 

3,068,003,990 2,709,588,990 　 358,415,000 

4,156,558,907 5,091,747,041 △ 935,188,134 

3,991,888,338 4,976,876,653 △ 984,988,315 

156,360,515 108,686,453 　 47,674,062 

978,059 0 978,059 

7,080,539 6,077,425 　 1,003,114 

251,456 106,510 　 144,946 

37,954,781,936 36,197,499,100 　 1,757,282,836 

図 書

増　　　　　減科　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　

貸　借　対　照　表

平成２３年３月３１日

資　産　の　部

第２号基本金引当特定資産

電 話 加 入 権

有 価 証 券

大倉学芸振興会引当特定資産

車 輌

建 設 仮 勘 定

資 産 の 部 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

前 払 金

立 替 金

建 物

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

そ の 他 の 機 器 備 品

短 期 貸 付 金

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

瀧本記念奨学金引当特定資産

長 期 貸 付 金



　

3,394,601,338 2,052,506,291 　 1,342,095,047 

1,849,930,000 399,920,000 　 1,450,010,000 

5,206,677 0 　 5,206,677 

1,539,464,661 1,652,586,291 △ 113,121,630 

2,438,622,343 2,676,284,504 △ 237,662,161 

49,990,000 49,990,000 　 0 

96,283,146 104,093,965 △ 7,810,819 

2,039,209,500 2,284,522,400 △ 245,312,900 

253,139,697 237,678,139 　 15,461,558 

5,833,223,681 4,728,790,795 　 1,104,432,886 

26,153,541,688 25,753,504,230 　 400,037,458 

3,068,468,850 3,035,579,500 　 32,889,350 

3,068,003,990 2,709,588,990 　 358,415,000 

526,000,000 526,000,000 　 0 

32,816,014,528 32,024,672,720 　 791,341,808 

694,456,273 555,964,415 138,491,858 

△ 694,456,273 △ 555,964,415 △ 138,491,858 

注記

　　１．重要な会計方針

　　（１）引当金の計上基準

　　　　１）徴収不能引当金

　　　　　 　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　２）退職給与引当金

　　　　　 　退職金の支給に備えるため、期末要支給額3,572,246,153円の50％を基にして、私立大学退職金財団に

　　　　　 　対する掛金の累積額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

　　（２）その他の重要な会計方針

　　　　１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　   　移動平均法に基づく原価法である。

　　　　２）預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　 預り金その他経過項目に係る収支の表示方法は、純額表示である。

　　２．重要な会計方針の変更等

　　　　　重要な会計方針の変更等はない。

　　３. 減価償却額の累計額の合計額 10,240,134,440円

　　４. 徴収不能引当金の合計額 0円

長 期 未 払 金

1,757,282,836 　

増　　　　　減

負債の部、 基本金の部及び
37,954,781,936 36,197,499,100 
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長 期 借 入 金

流 動 負 債

翌年度繰越消費支出超過額

短 期 借 入 金

基　本　金　の　部

預 り 金

未 払 金

前 受 金
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第 ４ 号 基 本 金

負 債 の 部 合 計

第 １ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金
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固 定 負 債
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　　５. 担保に供されている資産の種類及び額

　　　　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。　

　　　　　土　　地 921,555,053円

　　　　　建　　物 5,656,732,866円

　　６. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,742,965,329円

　　７. その他財政及び経営の状況を判断するために必要な事項

　　（１）有価証券の時価情報

（単位　円）

当年度（平成23年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

 時価が貸借対照表計上額を超えるもの 5,692,120,000 5,988,222,000 296,102,000
（うち満期保有目的の債券） (4,544,470,000) (4,682,822,000) (138,352,000)

 時価が貸借対照表計上額を超えないもの 7,068,932,000 5,984,341,552△1,084,590,448
（うち満期保有目的の債券） (1,194,332,000) (1,178,805,500)(△15,526,500)

合　　　計 12,761,052,000 11,972,563,552△788,488,448
（うち満期保有目的の債券） (5,738,802,000) (5,861,627,500) (122,825,500)

 時価のない有価証券 0 0 0
有価証券合計 12,761,052,000 11,972,563,552△788,488,448

　　（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　①　平成21年4月1日以降に開始したリース取引

　　　　　　　　リース物件の種類　   　リース料総額　　 未経過リース料期末残高

　　　　　　　　教育研究用機器備品  　 17,445,078円  　　 　　10,602,228円　

　　　　　　　　その他の機器備品  　  　1,453,380円　    　　  1,259,596円

　　　　　　　　教育研究用消耗品　   　 　172,368円  　　 　　　　57,456円　

　　　　　②　平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　　　　　　　　リース資産の種類　   　リース料総額　　 未経過リース料期末残高

　　　　　　　　教育研究用機器備品  　153,844,140円  　　 　 18,857,475円　

　　　　　　　　その他の機器備品  　  　3,636,045円　    　     855,540円

　　（３）関連当事者との取引

　　　　　　 関連当事者との取引は、次のとおりである。 （単位　円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　 （注1）私立学校振興・共済事業団からの借入に対して連帯保証人となっている。なお、保証料の支払はない。

役員の兼
任等

事業上の
関係

理事長 村上　勝彦 － － － － － －
連帯保証
（注1）

1,899,920,000 － －

議決権
の所有
割合

取引の内容 取引金額
勘定
科目

期末
残高

関係内容

属性
役員、法人等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業


